
1　施策評価

福祉部

2　事業評価

　（１）管理事業評価
2次評価結果に

関する対応

１
次
評
価

※施策を構成する管理事業が1つであるため、管理事業に対する意見及び総合評価欄は同様としています。

担当所管による評価

　高齢者福祉事業の多くを占める負担金・補助金・交付金等の経費は、高齢化の進展に伴い、  今後も増加
していくものと考えています。費用対効果の検証を継続して行い、多様な民間サービス等も活用しつつ、持
続可能な事業実施となるよう、事業のあり方を検討していく必要があります。
　既存施設の老朽化に伴う維持補修費は今後も増加するものと考えていますが、限りある財源の中、国の
交付金等の有効活用を含め、効率的・効果的な維持補修を行っていく必要があります。

２
次
評
価

行政評価委員会
委員等の主な意見

　施策評価と同様

行政評価委員会
による総合評価

　施策評価と同様

管理事業名 高齢者福祉事業のうち高齢者生きがい事業

１
次
評
価

担当所管による評価 担当所管

2次評価結果に
関する対応施策指標１　「高齢者生きがい活動センターの年間利用者数」　【策定時：5.1万人　目標：　6万人】

【実績】　5.1万人　【進捗状況】　Ｂ

２
次
評
価

行政評価委員会委員等の主な意見

　高齢者生きがい活動
センターの利用者数を
施策指標として掲げて
いるが、同センターの
利用者増加に特化した
方策を行うのではなく、
高齢者の社会参加の
促進という施策全体を
見た方策を進めていく。
　高齢者関係団体用福
祉バス貸付事業の拡充
をはじめ、敬老事業等
について、より効果的な
ものとなるよう見直しを
図っている。

令和元年度　行政評価2次評価結果に関する対応状況

施策名 生きがいづくりと社会参加の促進

（１）高齢者生きがい活動センターの利用者数のみで施策を評価するのではなく、各事業が順調に進捗した結果、同センターの利用
者が増えたという視点で見た方がよい。
（２）高齢者の社会参加という目的であれば、高齢者生きがい活動センターの利用者数のみでなく、高齢者いこいの家などの利用者
等についても成果指標ととらえ、吹田市全域をターゲットとする施策の進捗度を測ってもいいのではないか。
（３）なぜ高齢者の社会参加が増加しないのかを考えた場合に、無関心者が多いのか、関心はあるが手段がないのか、ただ知らない
のかなど様々な要因が考えられる。その分析を行った上で、要因を取り除くための有効な手段を講じるべきである。
（４）社会参加を促すためには、高齢者が興味を持ち、参加したくなるような仕掛けを行い、生きがいを感じていただくことが必要であ
り、そのために市として何に取り組むべきなのかを考えなければならない。
（５）①引きこもりを防ぐ②社会参加を促す③所在を確認する、この３点をベースに事業を展開したら統一感のある取組に整理できる
のではないか。

行政評価委員会による総合評価

　高齢者の社会参加に対する施策指標として高齢者生きがい活動センターの利用者数を掲げており、その数値が横ばいであること
に対し、利用者増加に向けた取組が必要ではあるが、同センターの利用者増加に特化した方策を行うのではなく、あくまで高齢者の
社会参加の促進という施策全体を見た方策を行わなければならない。
　高齢者の社会参加を促進するためには、高齢者が安心して参加できる取組や居場所を提供することに加え、その取組や居場所の
存在をターゲットである高齢者たちも含めて広く知ってもらうための周知方法など工夫して進めていく必要がある。そのために、有効
な方法を考慮し、事業を組み替えるなどの工夫をしてほしい。
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（２）予算事業評価

事業の概要と課題
今後の
方向性

議論
の中
心事
業

行政評価委員会
委員等の主な意見

1

【事業概要】
米寿（88歳）、 白寿（99歳）を
迎える高齢者に対し祝品（お
こめ券）を贈呈。民生・児童
委員が戸別訪問し配付す
る。
＜平成30年度実績＞
贈呈者数　米寿　1,245人
　　　　　　　白寿　　  99人
単価　　　　米寿　4,849円
　　　　　　　白寿　7,759円
【課題】
今後ますます高齢化が進む
中、高齢者人口の増加に伴
い、事業費が拡大していく見
込みである。

継続 ○ 再構築

3

【事業概要】
高齢者の生きがい及び社会
参加の推進を目的として、吹
田市高齢クラブ連合会、単位
高齢クラブ等の高齢者団体
に対し、大型バス（年間延べ
110台）を貸出
【課題】
高齢者人口が増加し高齢化
が進み、生きがい及び社会
参加の推進の重要性が更に
増加していく中、現状の貸出
台数では不十分である。

拡充 ○

（１）利用目的が単なるレク
リエーションなのか、社会
活動のための交通手段な
のかによって事業の意義
が大きく異なるため、その
目的を把握した上で、拡充
するのかを慎重に検討する
べき。
（２）高齢者の引きこもりを
防止し、社会参加を促すた
めには有効な取組と考えら
れる。高齢者の増加に伴
い、拡充することも理解で
きる。
（３）利用者に偏りがあるよ
うなので、公平な方法を考
えるべきである。

拡充・
改善見

直し

1次評価どおりとする。
ただし、事業の有効性や
受益者負担、初めて申込
む団体を優先することに
ついても検討した上で、
必要な範囲で実施するこ
と。

　貸付台数を増加（年
間110台から216台）す
ることにより、各団体が
ほぼ年１回利用可能と
し、事業の効果を高め
る。また、利用希望が
貸付台数を上回った場
合は、新規団体や前年
度利用できなかった団
体に対し優先的に割り
当てることとする。
　受益者負担として、バ
ス１台につき利用料１万
円を徴収することとす
る。

寿祝品贈呈事業
［高齢福祉室］

（１）事業費の規模から考え
ると、市民の理解を得られ
る範囲ではないか。
（２）記念品や祝品を贈呈さ
れる側にとってニーズのあ
る事業なのか検証するべき
ではないか。
（３）寿祝品贈呈事業は、民
生・児童委員にとって高齢
者とコンタクトを取る手段の
１つとなっている点で意義
がある。生存確認などの目
的があるなら、ボランティア
の方に年齢制限なく補助を
行うような方法を検討する
など、従来と異なる視点で
取り組んでみてはどうか。
（４）100歳を節目として記念
品を贈呈するまでは理解で
きるが、その後毎年贈呈す
る必要はない。
（５）高齢者の見守りという
ことが事業の隠れた目的で
あるならば、事業を見直し、
再構築する必要がある。

今後も対象者の増加が
見込まれる中で、事業を
持続可能なものとするた
め、両事業を統合し、贈
呈者を米寿（88歳）と100
歳に限定するなど、対象
者、贈呈手法を見直し、
再構築を行うこと。

　民生・児童委員などの
関係団体から意見聴取
を行うなど、地区敬老
行事開催事業と併せ
て、見直しに向けて検
討している。

2 長寿祝賀事業
［高齢福祉室］

【事業概要】
100歳以上の高齢者の代表
者へ市長訪問を行い、記念
品を贈呈する。その他の100
歳以上の高齢者には毎年市
から記念品を贈呈。100歳の
高齢者には市が直接配付、
100歳以上の高齢者には郵
送。また、結婚50年を迎える
夫婦に申請に基づき、祝状を
贈呈。

＜平成30年度実績＞
１　100歳以上高齢者
　　贈呈者数　150人
　　記念品　　デジタル置時
計
　　単価　　　2,550円
２　結婚50年を迎える夫婦
　　贈呈者数　143組
【課題】
超高齢社会において、事業
対象者が増加しており、それ
に伴い事業費が拡大していく
見込みである。

継続 ○

予算事業名
［室課名］

予算事業の今後の方向性

２次評価結果に
関する対応

１次評価（担当室課） ２次評価（行政評価委員会）

２次評価結果
（総合評価・評価結果の説明）

再構築

高齢者団体用福祉バス
貸付事業
［高齢福祉室］
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事業の概要と課題
今後の
方向性

議論
の中
心事
業

行政評価委員会
委員等の主な意見

予算事業名
［室課名］

予算事業の今後の方向性

２次評価結果に
関する対応

１次評価（担当室課） ２次評価（行政評価委員会）

２次評価結果
（総合評価・評価結果の説明）

6

【事業概要】
地区福祉委員会が実施する
ふれあい昼食会について、５
回目以降の実施分に対し必
要となる経費の一部を補助
する。
【課題】
ふれあい昼食会に参加され
る高齢者は増加傾向にあ
る。高齢化の進展により、今
後も参加者数は増加するとと
もに、事業費の増大が懸念さ
れる。

継続

（１）地区ごとに開催回数に
ばらつきがある。標準開催
回数を定めるなど、上限の
設定を行うべきである。

継続
1次評価どおりとする。
ただし、公平な運用とな
るよう検討を行うこと。

　本補助制度の公平な
運用を図るため、担当
において制度見直しも
視野に入れた検討を進
めている。

7

【事業概要】
吹田市シルバー人材セン
ターの活動拠点で、事業推
進に寄与するシルバーワー
クプラザ施設の維持管理
【課題】
シルバーワークプラザの施
設竣工後、２４年が経過して
おり、今後も維持管理のため
に、適宜修繕が必要である。

継続 継続 1次評価どおりとする。 　特になし。

ふれあい昼食会事業補
助事業
［福祉総務課］

継続
１次評価どおりとする。
ただし、既存の類似事業
と整理すること。

　引き続き類似事業と
の整理及び調整を行
い、高齢者のニーズに
沿った事業運営を図
る。

シルバーワークプラザ
管理事業［高齢福祉
室］

5
高齢クラブ活動補助事
業
［高齢福祉室］

【事業概要】
会員が30人以上の高齢クラ
ブに、また、高齢クラブが加
入する吹田市高齢クラブ連
合会に活動補助金を交付。
吹田市高齢クラブ連合会の
環境美化の社会奉仕活動に
対し、補助金を交付
【課題】
団塊の世代が全て75歳以上
となる2025年を見据えて、超
高齢社会の地域のコミュニ
ティ・見守り隊・外出支援の
担い手・介護予防の推進活
動隊として、高齢クラブが果
たす役割はますます重要と
なっていくが、会員数が減少
傾向にある。

継続 ○

（１）高齢者の社会的活動
が多様化している社会情
勢のもと、高齢クラブの規
模が小さくなるのはある程
度やむを得ない。30人未満
のクラブへ補助金を出すこ
とについて検討する必要が
あるのではないか。
（２）加入者数を増やす方
策を取っている団体に対し
て補助金を支出するなど、
従来と違う方法で補助する
ことも検討するべきではな
いか。
（３）今後高齢化がますます
進む中で、高齢クラブが担
える役割は一層大きくなる
ことが考えられる。改めて
本事業の実施意義を見直
し、その上で必要な補助制
度を設けるべきである。

継続

1次評価どおりとする。
ただし、会員数の維持が
難しいクラブがあり、今後
の事業展開の整理を検
討すること。

　活力ある高齢社会を
構築していくためには、
高齢者が主体となって
活躍していくことが重要
であり、高齢クラブは、
30人以上の規模で互い
に助け合いながら役割
分担して地域で活動し
ている。
　高齢者が増加していく
中で、市は会員でない
地域の高齢者を巻き込
んだ活動を高齢クラブ
に求めており、会員数
の制限を30人未満に切
り下げることが生き生き
とした高齢社会を構築
する支援につながると
は考えていない。今後
とも、高齢クラブ連合会
の組織強化・会員増の
取組を支援していく。

継続 ○

（１）利用に制限をかけてし
まうと、制限された高齢者
が行き場を失ってしまう。ま
ずは居場所を確保するべ
きであり、制限をかけるべ
きではない。
（２）対象者であるが事業を
知らない人に対し、周知す
る仕組みを検討することが
必要である。
（３）生涯学習として実施し
ている事業との集約や連
携を行うことで、広がりを持
たせられるのではないか。

4
いきがい教室開催事業
［高齢福祉室］

【事業概要】
60歳以上の者を対象に１回２
時間程度の講座を、高齢者
生きがい活動センター、総合
福祉会館、シルバーワークプ
ラザ、青少年クリエイティブセ
ンターの４か所で開催し、高
齢者の生きがいづくりの充実
を支援。芸術（水彩画、書道
等）・運動（フラダンス、スト
レッチ体操等）・教養（パソコ
ン、英会話等）の分野を中心
に計20科目開催。
事業は吹田市高齢クラブ連
合会に委託
【課題】
時代の変化により求められる
教室なども変化していくもの
と考えており、受講者のニー
ズに沿った教室の見直しなど
を行っている。公平性につい
て、参加者の公募の際は、同
じ科目の受講回数が３回を
超えた場合は受講対象から
除外するなど、多くの高齢者
が受講できるようにしてい
る。
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事業の概要と課題
今後の
方向性

議論
の中
心事
業

行政評価委員会
委員等の主な意見

予算事業名
［室課名］

予算事業の今後の方向性

２次評価結果に
関する対応

１次評価（担当室課） ２次評価（行政評価委員会）

２次評価結果
（総合評価・評価結果の説明）

9

【事業概要】
高齢者と世代が異なる市民
が気軽にふれあい、交流でき
る場を設ける団体に補助金
を交付
【課題】
高齢者から乳幼児までの市
民が気軽に利用することで世
代間交流の場となり、高齢者
が集う場として閉じこもり対策
に寄与している。第7期吹田
健やか年輪プランでは、令和
２年度までに12か所のふれ
あい交流サロンを設置するこ
とを目標とし、平成30年度に
２か所新たに設置したが、現
状では６か所であり、市民
ニーズに応えるためには、ま
だ設置数が足りていない。

継続 継続 1次評価どおりとする。 　特になし。

10

【事業概要】
高齢者に対する生活相談及
び教養講座の実施や高齢者
の健康の増進、教養の向上
及びレクレーションのための
情報を提供
【課題】
高齢者福祉の更なる増進の
ため、令和２年度から指定管
理者制度導入による運営を
予定しており、準備を進めて
いる。

縮小又
は再構
築など

（１）高齢者いこいの家の利
用者数を施策指標として追
加する必要があるのではな
いか。

縮小又
は再構
築など

1次評価どおりとする。
ただし、高齢者生きがい
活動センター事業との連
携により施策の充実を図
ること。

　令和2年度より指定管
理者による運営となる。
指定管理者は高齢者い
こいの間との連携によ
り施策の充実を図る予
定としている。また、高
齢者生きがい活動セン
ターとの連携について
も、課題として認識し、
施策の充実に努めてい
く。

11

【事業概要】
施設は、設置地区に居住す
るおおむね60歳以上の高齢
者が無料で利用可。施設管
理は地元高齢クラブ連合会
に無償で依頼
【課題】
必要とする利用者が十分に
利用できているか、周知状
況、活用状況について把握
することが必要である。

継続 継続 1次評価どおりとする。 　特になし。
高齢者いこいの間事業
［高齢福祉室］

　特になし。

ふれあい交流サロン事
業
［高齢福祉室］

高齢者いこいの家事業
［高齢福祉室］

8
シルバー人材センター
補助事業
［高齢福祉室］

【事業概要】
吹田市シルバー人材セン
ターに対する運営を補助
【課題】
吹田市シルバー人材セン
ターでは、需要の少ない事務
的な仕事を希望する会員が
多く、会員の就業ニーズと地
域が求めるニーズにミスマッ
チが起きている。女性や軽作
業に携わる会員不足に対応
するため、就業相談会を開
催し会員の増加を図り、ま
た、就業開拓員や家事援助
コーディネーターの活用によ
り、会員の技能向上を目的と
した講習会を開催して会員の
技能研鑽に取り組むことで、
需要が高く人手の足りていな
い仕事に対応できるよう努め
ている。

継続 継続 1次評価どおりとする。
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事業の概要と課題
今後の
方向性

議論
の中
心事
業

行政評価委員会
委員等の主な意見

予算事業名
［室課名］

予算事業の今後の方向性

２次評価結果に
関する対応

１次評価（担当室課） ２次評価（行政評価委員会）

２次評価結果
（総合評価・評価結果の説明）

12

【事業概要】
高齢クラブが、寝たきり及び
ひとり暮らしの高齢者を訪問
し、孤独感の解消や地域社
会との交流を推進。また、訪
問する高齢者が手作り品を
作成し持参することによる訪
問者自身の生きがいづくりに
寄与
【課題】
今後、高齢者人口に比例し
訪問対象者の増加が見込ま
れる一方、事業の担い手で
ある高齢クラブの会員数が
減少し、会員の高齢化が進
んでおり、担い手の不足が懸
念される。

継続 継続 1次評価どおりとする。 　特になし。

13

【事業概要】
国籍による制限のため、国
民年金の支給を受けることが
できない在日外国人である
高齢者に対し、在日外国人
高齢者給付金を支給
【課題】
給付金対象者に１人月額１
万円を支給している。事業の
趣旨および対象者の置かれ
ている状況等を勘案し、現行
どおり継続すべきである。大
正１５年4月1日以前生まれ
の人が対象で、今後、更に対
象者が減少する見込みであ
る。

継続 継続 1次評価どおりとする。 　特になし。

14

【事業概要】
７５歳以上の高齢者を対象
に、地区敬老行事を開催す
る各地区敬老行事運営委員
会に対し補助金を交付
【課題】
当該事業の対象者数は今後
も増大していき、現在と同水
準の補助金を維持するので
あれば、それに伴い事業費
が拡大していく見込みであ
る。

継続

（１）事業費の拡大が見込
まれるのであれば、事業内
容の見直しを行うべきであ
る。

継続

1次評価どおりとする。
ただし、持続可能な事業
とするため、事業内容の
見直しを検討すること。

　民生・児童委員等の
関係団体から意見聴取
を行うなど、長寿祝賀
事業及び寿祝品贈呈事
業と併せて、見直しに
向けて検討している。

15 － － － － －

16 － － － － －

17 － － － － －

18 － － － － －

※（　　）書きの事業は、昨年度で終了した事業や、指定管理者制度導入施設の管理運営事業など、評価対象外とした事業です。

（江坂大池地区高齢者
いこいの間改修事業）
［高齢福祉室］

（山手地区高齢者いこ
いの間新築事業）
［高齢福祉室］

地区敬老行事開催事
業
［高齢福祉室］

（高齢者生きがい活動
センター事業）
［高齢福祉室］

（千里ニュータウンプラ
ザ施設管理事業）
［高齢福祉室］

高齢者友愛訪問事業
［高齢福祉室］

在日外国人高齢者給
付金支給事業
［高齢福祉室］
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1　施策評価

環境部

2　事業評価

　（１）管理事業評価
2次評価結果に

関する対応

１
次
評
価

※施策を構成する管理事業が1つであるため、管理事業に対する意見及び総合評価欄は施策評価と同様としています。

２
次
評
価

１
次
評
価

担当所管による評価 担当所管

2次評価結果に
関する対応

施策指標１　「市域の年間エネルギー消費量」　【策定時（平成27年度）：18.9PJ　目標：13.1PJ】
【実績】　20.4PJ（平成28年度）　【進捗状況】　C
　
施策指標２　「市域の太陽光発電システム設備容量（累計）」　【策定時（平成28年度）：1.5万kW　目標：3.5万kW】
【実績】　1.8万kW　【進捗状況】　A

行政評価委員会委員等の主な意見 　施策指標の変更は困
難であるが、吹田市役
所エコオフィスプランに
おいて、公共施設にお
ける電気使用量の削減
率等を市の環境取組に
関する指標として設定し
ていることから、今後、
指標に貢献する取り組
みについて、その進捗
管理も含め、市民に分
かりやすい形で示して
いく。
　また、市民向けの環
境サポーター養成講座
について、受講後のフォ
ローアップを充実させた
り、事業者に対し、公共
施設で実施している再
生可能エネルギーの普
及拡大を目的とした電
力調達等の市の率先取
組を広く普及させること
などで、市民や事業者
が環境に対する行動を
取りやすくなるよう促し
ていく。
　取組については事務
改善を行っており、、今
後も事業の進め方につ
いては改革意識を持っ
て進めていく。

（１）吹田市域におけるエネルギー消費量という指標では、吹田市の取組以外の要素による部分が多く、市としての努力の結果が見
えない。吹田市として行っている努力が直接影響する指標を設定して取り組むべきではないか。
（２）本市において重要な施策の１つであるが、環境に関心を持つ限られた者の活動にとどまっており、全般的にマンネリ化して形骸
化しているのではないか。意義が薄れた事業は廃止若しくは再構築を図っていただきたい。
（３）環境問題、エコに対する市民への意識付けが課題の中で、エコ家電等に関する補助金などのインセンティブを用いる方法も考え
られるが、自治体レベルではこれを行うよりも、社会的責任（CSR)やもったいない精神に働きかけた方が意識改革に対して効果が出
るのではないか。

行政評価委員会による総合評価

　吹田市域におけるエネルギー消費量を直接施策の指標として評価するだけでなく、そこに至るまでの段階で市の取組により環境に
貢献できる要素を指標として取り上げ、その部分の進捗についても市民に分かりやすく示すべきである。
　環境問題は市民・事業者１人１人が意識をもって取り組まなければ推進が難しい側面があり、啓発活動が重要な取組ではあるが、
単に啓発のための講座等を行うだけでなく、受講者が環境に対する取組を自ら実践するとともに、周囲を巻き込み広がっていくこと
が重要である。そのために、市として市民や事業者が行動に移しやすくなるようなサポートの方策についても推進していくべきであ
る。
　施策の推進のために、市の役割を整理し、マンパワーに頼る取組は改め、総事業費で費用対効果も考えた上で改革意識を持って
事業を進めること。

令和元年度　行政評価2次評価結果に関する対応状況

施策名 低炭素社会への転換の推進

２
次
評
価

行政評価委員会
委員等の主な意見

　施策評価と同様

行政評価委員会
による総合評価

　施策評価と同様

管理事業名 環境政策事業

担当所管による評価

　環境政策事業は、事業に係るコストが一般財源で賄われている職員等の人件費がほとんどですが、地球
温暖化問題やヒートアイランド現象などの地球規模の環境問題を解決するためには本市においても市民・
事業者・行政がそれぞれの立場で役割を果たすことが重要であり、本事業を推進するための従事職員等を
確保する必要があります。
　また本事業は、環境教育やパートナーシップによる環境啓発事業等の推進、市内で開発や建築を行う事
業者に対する先進的で質の高い取組への誘導などが主なものであり、費用対効果を即時に数値で表すこと
は難しい事業ですが、市民が将来にわたって幸せを実感できるような持続可能な社会を構築するための本
事業の経費は妥当であると考えます。
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（２）予算事業評価

事業の概要と課題
今後の
方向性

議論
の中
心事
業

行政評価委員会
委員等の主な意見

3

【事業概要】
持続可能な社会の実現を目
指すため、市民、事業者、行
政の三者協働の組織「アジェ
ンダ２１すいた」の推進を図っ
ている。みどりのカーテン講
座、エコキャンドル講座、地
球温暖化防止対策、食品ロ
ス削減に関する取組等を実
践し、活動内容については、
HP等で公表している。
【課題】
当該団体が地球温暖化防止
に向けた啓発事業を積極的
に推進しているが、その効果
として温室効果ガスが削減さ
れるなど、目に見える効果の
検証が難しい。

継続 ○

（１）三者協働の組織とのこ
とであるが、市民、事業者
が主体性をもって活動する
ような仕組みを考えるべき
ではないか。
（２）熱心な活動を展開して
いるが、成果が評価されて
いないため、市民に活動内
容を見せるための工夫が
必要である。

改善見
直し

三者協働の特性を活用
した取組を推進する上
で、行政、事業者、市民
それぞれの役割を明確
にすること。その際、特に
人的な負担が偏らないよ
うに、三者で調整するこ
と。
また、取組内容が広がり
を見せるように、活動内
容の更なるPRの仕組み
を検討すること。

　アジェンダ21すいたの
幹事会において、役割
分担の更なる明確化及
び広報活動の充実につ
いて確認を行った。今
後も３者の役割分担に
ついて、調整を図り、適
正化に努める。
　また、取組内容の周
知・啓発について、イベ
ントでの勧誘やホーム
ページ等のネットツール
を活用した情報発信を
行うなど取組内容が広
がりを見せるよう更なる
工夫を行う。

予算事業名
［室課名］

予算事業の今後の方向性

２次評価結果に
関する対応

１次評価（担当室課） ２次評価（行政評価委員会）

２次評価結果
（総合評価・評価結果の説明）

一部廃
止・再
構築

形骸化している取組につ
いては廃止も含めて見直
すこと。
エコチェックシートによる
報告及び環境監査の監
査員など他部局のマンパ
ワーに頼る取組につい
て、１件あたりの時間は
わずかであっても、全庁
的な視点では多額の人
件費がかかっているこ
と、意義や効果が薄れて
いることを認識し、現行
の環境監査の枠組は廃
止すること。報告義務の
あるものは、人手のかか
らない集約手法に改める
こと。
また、エコにつながる具
体的な行動について環
境部が率先して取り組
み、各所管が効果的と認
識し、自発的に進められ
るような方法を示すこと。

　環境監査の体制を見
直し、各部局からの監
査員の選出をやめ、環
境政策室が事務局とし
て監査を実施する。4年
で全部局を監査するサ
イクルにし、原則書類審
査による監査とする。環
境部については、毎年、
相互に監査を行い、積
極的に取組を推進し、
効果的な取組について
は、他部局へ水平展開
する。
　また、エネルギー消費
量等の集計について
は、新たなシステムによ
り集計に係る事務作業
を軽減する。

2
すいた環境サポーター
養成講座運営事業
［環境政策室］

【事業概要】
環境に関する基礎から応用
までの知識を身につける講
義を8月から約半年間、14回
受講し、受講後、それぞれの
家庭や地域、組織の中で環
境教育を実践するとともに、
「すいた環境サポーター」とし
て登録し、ボランティアの担
い手や各種イベントへ参画す
る人材を育成している。
【課題】
募集定員30名に対し28名の
応募があったものの、修了者
数が15名となっており、講座
内容や開催日時などの検討
を行う必要がある。
受講者の講座修了後の活動
状況の把握方法が課題であ
る。

継続 ○

（１）サポーターを養成する
数ではなく、養成後の活躍
によってこの事業を評価す
るべきでないか。
（２）14回の講座で全般的
な知識を持ったサポーター
を養成するより、特定の分
野のスペシャリストを養成し
てもいいのではないか。
（３）サポーターの必要性、
何人養成するのか、修了
者に何を期待するのかが
不明確である。
（４）環境に興味、関心があ
る方が参加して、学ぶだけ
で終わるのではなく、環境
を支えるサポーター役とし
て自ら活躍できる仕組みづ
くりが必要である。

廃止・
再構築

1
環境マネジメントシステ
ム運用事業
［環境政策室］

【事業概要】
ISO14001の運用で培ったノ
ウハウを活用した独自の環
境マネジメントシステムを構
築し、地球温暖化防止推進
法で策定義務のある計画（事
務事業編）に位置付ける計
画として「吹田市役所エコオ
フィスプラン」の運用を行って
いる。
具体的には、同法に基づき
示されたマニュアルとも整合
を図りながらPDCAサイクル
を構築し、電気使用量などの
削減に努めている。
【課題】
現行のエコオフィスプランで
環境取組を推進しているもの
の、エネルギー起源二酸化
炭素やエネルギー消費量に
ついて目標達成が困難な状
況である。

継続 ○

（１）取組が市全体の中で
マンネリ化しているのでは
ないか。
（２）エコチェックシートへの
記入は、実施義務のある部
分を除き廃止するべきであ
る。
（３）会議や庁内アンケート
のペーパーレス化など、具
体的な取組を環境部が率
先して進めるべきである。
（４）環境監査については意
識に対する部分と経費削
減に対する部分とが混在し
ている。自治体としてはもっ
と意識に対する部分に特化
してもいいのではないか。
（５）事業の目的が十分認
識されない中で、実施する
こと自体が目的となってい
るのではないか。

受講者数に対し、修了者
数が大きく減少する実
態、申込者数の現状を踏
まえ、現行の事業は一旦
廃止すること。事業の意
義、有効性を見極め、必
要があれば事業の再構
築を行うこと。

　受講者数の伸び悩み
の原因の一つとして回
数の多さが負担になっ
ていると考え、現在の講
座体系を見直すととも
に、育成する人材の目
標を、環境団体の中核
を担う専門家の育成か
ら、身近なところから環
境活動に参加してもらう
人材の育成へシフトし、
より幅広い層からの環
境活動の実践を促す。
　また、小学生以下を対
象とした公開講座を実
施し、若年時からの環
境教育の実践を強化す
る。

アジェンダ２１すいた推
進事業
［環境政策室］
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事業の概要と課題
今後の
方向性

議論
の中
心事
業

行政評価委員会
委員等の主な意見

予算事業名
［室課名］

予算事業の今後の方向性

２次評価結果に
関する対応

１次評価（担当室課） ２次評価（行政評価委員会）

２次評価結果
（総合評価・評価結果の説明）

5

【事業概要】
先進的な省エネ機器の導入
の推進及び促進など、環境
先進都市の実現に向けた環
境施策の推進を図るために、
平成３０年度から積み立てを
行っている。
【課題】
環境まちづくり基金の財源と
なっている電力調達の効果
額の積み上げが令和2年度
になくなるため、本基金を継
続的に活用するためには、
新たな財源の確保が必要で
ある。また、本基金を活用し、
継続的かつ効果的に展開す
ることができる事業を検討す
る必要がある。

継続 ○

（１）家電の買替に対する補
助は、国においては経済対
策や技術革新のための施
策であり、自治体レベルで
行っても、施策への貢献の
観点からは、効果は薄い。
（２）基金をどんな事業に活
用するのかを明確にした上
で、基金の積立てを進める
べきである。

改善見
直し

施策の推進に向け、より
効果的な活用方法を検
討すること。
また、基金の在り方を検
討すること。

　基金の使途について
は、令和２年度に、地球
温暖化対策新実行計画
及び一般廃棄物処理計
画の改定作業の中で審
議会等の意見も踏まえ
ながら、効果的かつ効
率的な検討をしていく。
　また、関係部局と協議
の上、基金の充当方法
等を定めた要領を策定
し、適切な基金の運用
を図っていく。

6

【事業概要】
一定規模以上の事業につい
て、その事業の実施による環
境影響を事前に調査、予測
及び評価を行うとともに環境
保全の取組を実施するよう、
環境影響評価制度を運用す
る。
【課題】
環境影響評価が単なる手続
きに終わらず、環境の保全及
び良好な環境の創造のため
により効果的な取組が講じら
れるよう、事業者に働きかけ
ていく必要がある。

継続 継続 1次評価どおりとする。 　特になし。

4
環境啓発事業
［環境政策室］

【事業概要】
市民・事業者に環境問題に
ついて理解と協力を求め、環
境に配慮したライフスタイル
の確立やより良い環境づくり
に向けた意識の向上を図っ
ている。
例年、すいた環境教育フェス
タを開催し、市民・事業者等
が環境に関するブース出展
を行い、来場者に対して啓発
を行っている。また、環境の
分野で功労のあった者に対
して環境表彰を実施してい
る。
【課題】
啓発事業を推進しているが、
その効果として温室効果ガス
が削減されるなど、目に見え
る効果の検証が難しい。

継続 ○

（１）子供に対する環境教育
は重要である。他の分野と
も連携し、取組を強化する
べきである。
（２）事業の成果として、意
識に対する行動の指標を
定めて、その進捗確認が必
要ではないか。また、先に
意識付けをして行動を変え
るだけではなく、まず行動さ
せることも有効であると思
われる。
行動から意識が芽生え、定
着していくものであることか
ら、施策の推進のために必
要な行動に移すための方
策を考えるべきである。

改善見
直し

啓発活動は環境サポー
ター養成講座事業やア
ジェンダすいた２１推進
事業でも行っており、施
策への貢献の視点で、当
該事業の成果として、意
識に対する行動の指標
を定めた上で、進捗につ
いて確認すること。

　本事業は、ターゲット
が環境の知識を有する
者の育成や、一環境団
体の活動推進とは異な
り、環境に関連する多
様な団体がブース出展
を行い、来場者がそれ
ぞれのブースで見学・
体験することで、一人ひ
とりが環境に対して何
ができるかを考えるきっ
かけづくりとなることを
目的としたイベントを開
催している。このため、
成果指標の設定として
は、単発のイベント来場
者の行動変容に着目し
た成果指標の設定が適
していると考えられる。
成果指標として、意識
変化した人の割合につ
いての目標値を8割に
設定し、目標が達成さ
れるよう内容の充実を
図るなどの改善を行い
ながら進捗を管理して
いく。
　令和２年（2020年）2月
1日のイベントでは、来
場者へのアンケート実
施の際に、来場前後の
意識変化の質問を設
け、環境をより意識し行
動するように誘導を行っ
た。今後も引き続き進め
ていく。

環境まちづくり基金積
立事業
［環境政策室］

環境影響評価事務事
業
［環境政策室］
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事業の概要と課題
今後の
方向性

議論
の中
心事
業

行政評価委員会
委員等の主な意見

予算事業名
［室課名］

予算事業の今後の方向性

２次評価結果に
関する対応

１次評価（担当室課） ２次評価（行政評価委員会）

２次評価結果
（総合評価・評価結果の説明）

7

【事業概要】
環境の保全及び創造に関す
る事項について、市長に意見
を述べる。また、市長の諮問
に応じ、環境基本計画に関
すること等について調査審議
を行い、答申する。
【課題】
環境審議会は、環境基本条
例で設置が義務付けられて
おり事業の実施は必須であ
るが、より効率的な運営を検
討する必要がある。

継続 継続 1次評価どおりとする。 　特になし。

8

【事業概要】
吹田市地球温暖化対策新実
行計画を、社会情勢や環境
の変化を踏まえ概ね5年ごと
の見直しを行う。また、同計
画に基づき低炭素社会に向
けたライフスタイル及び事業
スタイルの転換を図る。
【課題】
地球全体の環境に深刻な影
響を及ぼす地球温暖化の防
止を図るための啓発を実施
しているが、短期間では温室
効果ガスが削減されるなど、
目に見える効果の検証が難
しい。

継続 継続 1次評価どおりとする。 　特になし。

9

【事業概要】
吹田市環境基本計画を、社
会情勢や環境の変化を踏ま
え、概ね5年ごとの見直しを
行う。
【課題】
恒常的な業務ではないため、
計画の見直しの度に、業務
量が増大し、業務のノウハウ
の蓄積も難しい状況であるこ
とから、事務改善に取り組む
などの、事業効率の向上に
努める必要がある。

継続 継続 1次評価どおりとする。 　特になし。

10 － － － － －

※（　　）書きの事業は、昨年度で終了した事業や、指定管理者制度導入施設の管理運営事業など、評価対象外とした事業です。

吹田市環境基本計画
見直し事業
［環境政策室］

（一般事務事業）
［環境政策室］

環境審議会運営事業
［環境政策室］

地球温暖化対策新実
行計画管理運用事業
［環境政策室］
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